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②【連結損益計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 49,742,421 52,289,631

売上原価 40,342,317 ※1  41,743,116

売上総利益 9,400,104 10,546,515

販売費及び一般管理費   

役員報酬  531,982

給料及び手当  2,388,365

賞与  368,750

退職給付費用  116,470

役員退職慰労引当金繰入額  61,227

その他  4,615,633

販売費及び一般管理費合計 ※1  5,776,812 8,082,429

営業利益 3,623,291 2,464,085

営業外収益   

受取利息 36,278 34,535

受取配当金 65,373 74,084

受取保険金 － 37,880

その他 120,986 131,651

営業外収益合計 222,638 278,150

営業外費用   

支払利息 698,253 706,146

社債利息 32,754 27,111

社債保証料 27,648 －

その他 143,990 151,012

営業外費用合計 902,646 884,270

経常利益 2,943,282 1,857,965

特別利益   

固定資産売却益 ※2  25,332 ※2  25,401

投資有価証券売却益 1,195 －

会員権売却益 17,610 11,900

訴訟損失引当金戻入額 － 25,122

逓増定期保険解約益 397,687 －

貸倒引当金戻入額 17,131 4,966

特別利益合計 458,957 67,389

特別損失   

固定資産売却損 ※3  5,192 ※3  86,156

固定資産除却損 ※4  77,600 ※4  12,798

役員退職慰労金 4,000 2,292

役員退職慰労引当金繰入額 741,737 －

訴訟損失引当金繰入額 28,263 －

会員権売却損 － 135

投資有価証券評価損 45,608 77,233

会員権評価損 ※5  10,640 3,902

減損損失 ※6  12,857 ※5  191,539

貸倒引当金繰入額 － ※6  424,090

貸倒損失 28,347 6,650

特別損失合計 954,247 804,798

税金等調整前当期純利益 2,447,993 1,120,557
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

法人税、住民税及び事業税 1,457,364 1,055,755

法人税等調整額 △195,583 △40,718

法人税等合計 1,261,780 1,015,037

少数株主利益 10,558 9,554

当期純利益 1,175,655 95,965

─ 35 ─































































































































 

  

平成20年６月10日

アサガミ株式会社 

取締役会 御中 
   

  
 

  
 

  
 

  

私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているアサガミ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たちに連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結

果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、アサガミ株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

  

追記情報 
１.連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は役員退職慰労金につい

ては、従来、支出時の費用として処理していたが、当連結会計年度より企業会計基準第４号「役員賞与に関する

会計基準」により、役員賞与が引当金計上を含め費用処理されることとなったことをはじめ、「租税特別措置法

上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会 平成19年４月13日 監査・保証実務委員会報告第42号）が公表されたことを契機として、役員退職

慰労金規程に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更している。 

この変更により、従来の方法によった場合と比べ、営業利益及び経常利益が56,680千円、税金等調整前当期純利

益が798,418千円それぞれ減少している。 

  ２.偶発債務の注記に記載されているとおり、会社は、千葉地区の作業現場における転落事故による損害賠償請求訴

訟を提起されている。 

なお、現在争点整理中であり、当社が負担することになる損害の有無、損害金については、現時点で予測するこ

とは困難である。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  

独立監査人の監査報告書

  目黒公認会計士事務所 

  公認会計士  目  黒  進 二 朗  ㊞ 

  野末公認会計士事務所 

  公認会計士  野  末   昭  孝  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 
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平成21年６月17日

アサガミ株式会社 

取締役会 御中 
   

  
 

  
 

  
 

  
＜財務諸表監査＞ 
私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているアサガミ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸
表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計
算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責
任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たちに連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監
査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結
果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
  
私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、アサガミ株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結
会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。 
  
＜内部統制監査＞ 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、アサガミ株式会

社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運
用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制
報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を
完全には防止又は発見することができない可能性がある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要
な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として
行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含
め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と
して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、アサガミ株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価
の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。 
  
会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以 上 

  

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  目黒公認会計士事務所 

  公認会計士  目  黒  進 二 朗  ㊞ 

  野末公認会計士事務所 

  公認会計士  野  末   昭  孝  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が
別途保管している。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 
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平成20年６月10日

アサガミ株式会社 

取締役会 御中 
   

  
 

  
 

  
 

  

私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているアサガミ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第86期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たちに財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果とし

て意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

アサガミ株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１.重要な会計方針の変更に記載されているとおり、会社は従来、役員退職慰労金については、支出時の費用とし

て処理していたが、当期より企業会計基準第４号「役員賞与に関する会計基準」により、役員賞与が引当金計

上を含め費用処理されることとなったことをはじめ、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は

準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会 平成19年４月13日 監

査・保証実務委員会報告第42号）が公表されたことを契機として、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額

を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更している。 

この変更により、従来の方法によった場合と比べ、営業利益及び経常利益が46,294千円、税引前当期純利益が

746,141千円それぞれ減少している。 

２.偶発債務の注記に記載されているとおり、会社は、千葉地区の作業現場における転落事故による損害賠償請求

訴訟を提起されている。 

なお、現在争点整理中であり、当社が負担することになる損害の有無、損害金については、現時点で予測する

ことは困難である。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書

  目黒公認会計士事務所 

  公認会計士  目  黒  進 二 朗  ㊞ 

  野末公認会計士事務所 

  公認会計士  野  末   昭  孝  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 
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代表取締役社長木村健一は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業

会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の

評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準

拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しております。 

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務

報告の虚偽の記載を完全には防止または発見することができない可能性があります。 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成21年３月31日を基準日として行われて

おり、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しま

した。 

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制(全社的な内部統制）

の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務

プロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を

及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内

部統制の有効性に関する評価を行いました。 

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、会社並びに連結子会社について、財務報告の信頼性に及ぼす

影響の重要性の観点から必要な範囲を決定しました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的

及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、会社及び全ての連結子会社を対象として行った全社的な

内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定しました。 

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高(連結会社

間取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達して

いる事業拠点を「重要な事業拠点」としました。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に

大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象としました。

さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な

虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい

取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プ

ロセスとして評価対象に追加しております。 

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

しました。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】
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当社代表取締役社長木村健一は、当社の第87期(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)の有価

証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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